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業 務 仕 様 書 

 

１ 業務の名称 

  令和２年ＵＲ賃貸住宅居住者定期調査結果等に基づく将来推計業務 

 

２ 業務概要 

「ＵＲ賃貸住宅居住者定期調査」（以下「定調」という。）は、全国に約71万戸あるＵＲ賃

貸住宅の居住者の実態を定期的に調査し経年的に把握することにより機構事業の成果を測

るとともに、需要動向の把握を行うことにより今後の事業計画及び管理計画等に資するた

めの基礎資料を得ることを目的として、昭和40年から５年毎に、これまでに計12回実施し

ている調査である。 

本業務は、直近の調査結果である、令和２年定調（以下「R2定調」という。）の結果及びそ

の他の各種調査結果や統計データ等を活用することにより、令和７年、12年、17年及び22年

の各時点におけるＵＲ賃貸住宅居住者の人口構成等を推計及び分析することを目的とする。 

 

３ 履行期間 

 契約締結日の翌日から令和４年９月30日（木）まで 

 

４ 業務内容 

 受注者は以下（１）～（３）の業務を実施すること。また受注者は、以下（１）～（３）

の各業務について、発注者と１回以上の打合せを行うこととし、発注者は受注者の実施方

針が本業務の目的に適うものであるか確認するものとする。 

（１）R2定調結果等に基づく将来推計及び分析手法の検討 

 受注者は、以下の①～③について、内容を十分に把握し、必要なデータの収集や整理、抽

出等を実施したうえで、推計結果が有益なものとなるように適切な推計及び分析手法を検

討すること。なおその他機構の内部データで必要なものがある場合は、発注者と適宜協議

するものとする。 

①R2定調結果 

  「令和２年ＵＲ賃貸住宅居住者定期調査結果の概要」（別添）を参考にすること。契約

締結前にさらに詳細なデータについて確認したい場合は、別途閲覧資料を参照すること。

なお契約締結後には詳細データについて、受注者へ共有する。 

 ②ＵＲ賃貸住宅への入居者及び退去者に係るデータ（H31～R3年度の３か年分） 

  各年度のＵＲ賃貸住宅への入居者及び退去者の件数や属性等の情報。契約締結後に必

要なデータについて、受注者へ共有する。 

 ③その他の各種調査結果及び統計データ等 

  例：令和２年国勢調査、将来人口推計・世帯数（国立社会保障・人口問題研究所）等 

（２）R2定調結果等に基づく将来推計及び分析の実施 

 上記（１）で導き出した適切な推計及び分析手法により、R2定期調査結果に基づく以下の

①～④について、令和７年、12年、17年及び22年の各時点における推計及び分析を行う。 

①年齢別人口構成 （地域別） 

②世帯主年齢分布 （地域別・管理開始期別・住宅型式別） 

③世帯人員分布  （地域別・管理開始期別・住宅型式別） 
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④家族型分布   （地域別・管理開始期別・住宅型式別） 

 ※地域別    ：全国、首都圏、中部、西日本、九州 

 ※管理開始期別 ：S40年代、S50年度～S54年度、S55年度～S59年度、S60年度～H6年度、 

          H7年度～H16年度、H17年度～R2年度 

 ※住宅型式別  ：1K・1DK、1LDK、2DK、2LDK、3K・3DK、3LDK、4LDK 

（３）将来推計及び分析の取りまとめ、報告書の作成 

 上記（２）で行った将来推計及び分析について、以下の①～③の内容を含んだうえで取り

まとめを行うとともに、報告書にまとめること。 

 ①上記（２）①～④のそれぞれの推計結果について、H22、H27定調結果（※１）、R2定調

結果や国勢調査等他の調査結果（※２）とも比較できる形での経年分析 

  ※１ 契約締結後にH22及びH27定調結果について受注者へ共有する。 

  ※２ 履行期間内に比較可能な調査結果及び項目から検討するものとする。 

 ②人口構成や世帯主年齢、家族型、少子高齢化の動向等で特徴的な傾向の有無等につい

ての分析 

 ③将来推計及び上記①～②の分析の根拠や背景等 

 

５ 業務履行体制 

（１）業務体制の通知 

受注者は、当該契約締結後速やかに管理技術者を定め、業務指示者へ以下①～⑥につい

て書面にて届け出ること。 

①業務スケジュール 

②履行場所 

③管理技術者 

④担当技術者 

⑤情報セキュリティポリシー 

（２）管理技術者及び担当技術者 

業務を円滑に履行するにあたって、管理技術者は以下①～④を行う。 

①管理技術者は担当技術者を指揮監督するとともに、当業務の遂行にあたって万全を期

すこと。 

②管理技術者は当業務の履行状況を把握し、業務指示者に報告すること。 

③管理技術者は担当技術者に対する指導・教育を行うこと。 

④やむを得ない事情により管理技術者及び担当技術者に支障が生じた場合は、直ちにそ

の旨を業務指示者に報告、協議のうえ、同等の能力を有する者を充てる等の適切な措

置を講じること。 

（３）業務履行場所 

①履行場所について、当初の届出内容に変更が生じた場合には速やかに新たな履行場所

を届け出ること。なお、天変地異及び紛争等で届け出た履行場所において本業務が実

施できない場合には、速やかに他の履行場所において本業務を行うことができるもの

とする。 

②管理技術者及び担当技術者は、自らの管理が及ぶセキュリティ対策が十分に施された

建物内で業務を行わなければならない。 

 

６ 取扱いデータに係る機密保持 
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管理技術者はデータに係る機密保持について、次の措置を講じること。 

①業務指示者と情報セキュリティに係る取り決めを事前に定めておくこと。 

②業務専従者への情報セキュリティの周知徹底を図ること。 

③その他業務指示者が必要と認める措置を講じること。 

④データは記録媒体の故障等の不具合で読込ができない場合に備え、バックアップを残

し業務指示者からの指示により直ちに再度納品ができるように備えること。 

⑤当業務請負契約が終了した時には、すべてのデータを消去すること。 

 

７ 業務に必要な資料の取扱い 

管理技術者は資料の取扱いについて、以下の①～⑥を遵守すること。。 

①一般に広く流布されている各種基準及び参考図書等の業務の実施に必要な資料につい

ては、受注者の負担において適切に整備するものとする。 

②発注者は、必要に応じて業務の実施に必要な資料を受注者に貸与するものとする。 

③受注者は、貸与された資料の必要がなくなった場合は、ただちに発注者に返却するも

のとする。 

④受注者は、貸与された資料を丁寧に扱い、損傷してはならない。万一、損傷した場合

には、受注者の責任と費用負担において修復するものとする。 

⑤受注者は、貸与された資料については、業務に関する資料の作成以外の目的で使用、

複写等してはならない。 

⑥受注者は、貸与された資料を第三者に貸与、閲覧、複写、譲渡又は使用させてはなら

ない。 

 

８ 再委託 

本業務における再委託は原則として認めない。ただし、上記４の業務内容の補助業務に

ついては、業務請負契約書に基づき、別紙様式４の書面により予め承諾を得て再委託でき

るものとする。なお軽微な業務（コピーや印刷、製本、資料収集等）は、特に承諾を要しな

い。 

受注者は、業務を再委託する場合、書面により再委託の相手方との契約関係を明確にし

ておくとともに、再委託の相手方に対して適切な指導、管理の下に業務を実施しなければ

ならない。また、それらの契約関係に関する書面については、発注者の求めに応じた書面全

てを受注者は提出しなければならない。 

 

９ 検査 

（１）作業進捗の検査 

発注者は上記４に定める打合せの場の他、必要と認める場合には作業の進捗状況及び

作業方法等について報告を求め、検査することができる。なお、この検査で作業の進捗

状況及び作業方法等について疑義が判明した場合は、受注者は発注者の指示に従い、必

要な修正等を受注者の負担により速やかに行うこと。 

（２）受注者による成果物の検査 

受注者は、納入前に検査を実施し、内容の正確性に万全を期すこと。 

（３）発注者による成果物の検査 

発注者は、受注者が納品した成果物について検査を行う。 

なお、この検査で成果物の瑕疵が判明した場合は、受注者は発注者の指示に従い、指
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定する期日内に必要な修正又は再作成を受注者の負担により速やかに行い納品すること。 

また、この検査以外で成果物の瑕疵が判明した場合についても同様とする。 

 

10 成果物 

（１）成果物及び納品形態 

４（３）に基づき業務報告書を納品すること。 

なお納品する際には、納品書（別紙様式１）を提出するものとする。 

（２）納品場所 

〒231-8315 

神奈川県横浜市中区本町６丁目50番地１ 横浜アイランドタワー16階 

独立行政法人都市再生機構 本社 住宅経営部 営業推進課 

TEL：045-650-0767 FAX：045-650-0639 

（３）納品期限 

令和４年９月30日（木） 

 

11 業務完了手続き 

検査完了後、速やかに以下の書類を発注者に提出すること。 

①業務完了届（別紙様式２） 

②完了払請求書（別紙様式３） 

 

12 その他 

（１）著作権 

成果物の著作権及び所有権等の諸権利は、全て発注者に帰属するものとし、本業務よ

り取得したデータ等の流用はこれを認めない。 

（２）疑義の解決 

この仕様書に記載のない事項について疑義が生じた場合は、発注者と受注者で協議を

行い解決するものとする。 

 

以 上  
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別紙様式１ 

 

令和４年○月○日 

 

 

納品書 

 

 

令和４年○月○日付けをもって締結した令和２年ＵＲ賃貸住宅居住者定期調査

結果等に基づく将来推計業務について、下記のとおり納品いたします。 

 

納品内容 業務報告書 

 

 

受注者 住 所 

商 号 

代表者        ㊞ 

 

 

 

 

独立行政法人都市再生機構 

総務部長 長濱 寿夫 殿 
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別紙様式２ 

 

令和４年○月○日 

 

業務完了届 

 

 

令和４年○月○日付けをもって締結した令和２年ＵＲ賃貸住宅居住者定期調査

結果等に基づく将来推計業務について、下記範囲について完了しましたので通知

いたします。 

 

完了範

囲 
仕様書「４ 業務内容」の全て 

 

 

受注者 住 所 

商 号 

代表者        ㊞ 

 

 

 

 

独立行政法人都市再生機構 

総務部長 長濱 寿夫 殿 
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別紙様式３ 

 

令和４年○月○日 

 

完了払請求書 

 

 

金                  円 

 

 

ただし、令和２年ＵＲ賃貸住宅居住者定期調査結果等に基づく将来推計業務の請

負金額。 

上記のとおり、請求します。 

 

 

受注者 住 所 

商 号 

代表者        ㊞ 

 

 

 

 

独立行政法人都市再生機構 

総務部長 長濱 寿夫 殿 
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別紙様式４ 

令和４年○月○日  

 

再委託承諾申請書  

 

独立行政法人都市再生機構  

総務部長 長濱 寿夫 殿  

受注者 住 所 

商 号 

代表者        ㊞ 

 

契約件名：令和２年ＵＲ賃貸住宅居住者定期調査結果等に基づく将来推計業務 

 

令和４年○月○日付けをもって締結した上記の契約に関して、以下のとおり

業務の一部を再委託したく、契約書第○条第○項に基づき申請するので、手続

き方お願いします。 

 

項目  申請内容  

再委託の相手方  

（住所、氏名）  

〒○○○－○○○○ ○○県○○市○○町○－○ 

株式会社○○○ 

再委託業務の内容  ・  ○○○○○ 

・  ○○○○○ 

・  ○○○○○ 

再委託業務の 

契約予定額  

○○千円（契約金額に対する比率○％） 

※見積書を添付 

再委託を行う必要

性 及び 再委託の

相手方の選定理由  

（再委託する必要性） 

○○○○を再委託することで、業務の効率化を図り履

行期間内での確実な業務遂行に努めるため。  

（再委託の相手方の選定理由）  

株式会社○○○○は、令和○○年より弊社の○○○○

業務の○○○○を中心とした業務を行ってきている。こ

の間、成果の品質が高く、納期も遵守している。  

また、上記業務の同種、類似業務の実施経験が多数有

り、短期間での業務遂行に寄与し、成果の品質向上に資

することが期待できるため。  

 

 



                                                

令和３（2021）年７月 30日 

 

 

 

 

 

令和２年ＵＲ賃貸住宅居住者定期調査結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせは下記へお願いします。 

 本社 住宅経営部 営業推進課 （マーケティング担当） 

     （電話）０４５－６５０－０７３７ 

 本社 総務部 広報室 （報道担当）           

（電話）０４５－６５０－０８８７ 

当機構において令和２年 11～12 月に実施した「ＵＲ賃貸住宅居住者定期調査」の調査結果を   

取りまとめました。 

本調査は、ＵＲ賃貸住宅にお住まいいただいているお客様の現状やニーズを定期的に把握し、

今後より一層住みやすい住宅としていくために、昭和 40 年から５年ごとに行っているもので、  

今回は 12回目となります。 

 

＜調査結果のポイント＞ 

１．少子高齢化の鈍化 

  年少人口の減少幅と高齢人口の増加幅が縮小し、少子高齢化の進展が緩やかに ＜参考資料 P6＞ 

２．就業状況の変化 

  共働き世帯の増加と 65歳以上の有職率の上昇により、世帯年収が増加 ＜参考資料 P8、P9＞ 

３．居住意向 

分譲住宅への住み替え意向は 14.2％、ＵＲ賃貸住宅への居住意向は 63.1％となり、 

ＵＲ賃貸住宅が幅広い世代から選ばれる結果に ＜参考資料 P12＞ 

４．コミュニティ活動 

  単身世帯を含む多くの高齢者が積極的にコミュニティ活動に参加 ＜参考資料 P13＞ 

５．子育て面の評価 

  「緑が豊かな環境」「小学校が近くにある」「公園・遊び場が充実している」等、 

充実した屋外環境が高い評価 ＜参考資料 P17＞ 

令和４年２月 28日追記 令和２年国勢調査結果（ｲ） 

別添資料��
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今回の調査における主な結果は、以下のとおりです。 

なお、詳細については参考資料をご参照ください。 

 

◇配付回収状況 

 

 

 

 

 

 

１．家族の状況について 

（１）平均家族人数が減少し、初めて２人未満となった。＜参考資料 P5＞ 

◇１世帯あたりの平均家族人数  

 

 

 

 

（参考）（ｲ）  

 

 

※1 令 2国調：令和２年国勢調査人口等基本集計結果（令和 3年 11月／総務省統計局） 

  ※2 13大都市（東京都特別区部及び政令指定都市） 

（２）居住者の平均年齢が上昇したが、上昇幅は緩やかになった。 

◇居住者の平均年齢        

 

 

 

 

 

（３）65歳未満の割合が減少したが、減少幅は緩やかになった。 

65歳以上の割合が増加したが、増加幅は緩やかになった。＜参考資料 P6＞ 

◇世帯主年齢割合               

 

 

 

 

 

 

調査方法 郵送配付郵送等回収方式 

母集団戸数 583,648戸 

抽出戸数 62,299戸 

回 収 数 48,573票 

回 収 率 78.0％ 

調査年 平均家族人数 前回調査増減 

令 2 調査 1.94人 －0.06人 

平 27 調査 2.00人  

令 2 国調※1  1.96人※2 －0.09人 

平 27 国調 2.05人※2  

調査年 平均年齢 前回調査増減 

令 2 調査 52.7歳 ＋1.5歳 

平 27 調査 51.2歳 ＋4.6歳 

平 22 調査 46.6歳  

調査年 65歳未満 65歳以上 前回調査増減 

令 2 調査 51.5％ 48.5％ ±1.8pt 

平 27 調査 53.3％ 46.7％ ±11.3pt 

平 22 調査 64.6％ 35.4％  

※総管理戸数 714,432戸 

（令和 2年 6月 30日現在） 

※抽出は、層化無作為抽出法による。 
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（４）年少人口（15歳未満）は僅かに減少し、高齢人口（65歳以上）は微増した。＜参考資料 P6＞ 

◇年少人口（15歳未満）との割合 ◇高齢人口（65歳以上）の割合 

調査年 年少人口 前回調査増減  調査年 高齢人口 前回調査増減 

令 2 調査 8.1％ －0.5pt  令 2 調査 36.9％ ＋2.1pt 

平 27 調査 8.6％ －2.2pt  平 27 調査 34.8％ ＋9.7pt 

平 22 調査 10.8％   平 22 調査 25.1％  

（参考）（ｲ） 

令 2 国調※1 11.9％ －0.7pt  令 2 国調 28.6％ ＋2.0pt 

平 27 国調 12.6％ －0.6pt  平 27 国調 26.6％ ＋3.6pt 

平 22 国調 13.2％   平 22 国調 23.0％  

※1 令 2国調：令和２年国勢調査人口等基本集計結果（令和 3年 11月／総務省統計局） 

（５）引き続き「単身」「ひとり親＋子」世帯の増加傾向が見られ、特に 65 歳以上の「高齢単身」

世帯が増加した。また、「夫婦のみ」「夫婦＋子」世帯は減少した。＜参考資料 P7＞ 

◇家族構成 

（参考）（ｲ） 

※1令 2国調：令和２年国勢調査人口等基本集計結果（令和 3年 11月／総務省統計局） 

  ※2単身（65歳未満）と単身（年齢不詳）を合わせた割合 

（６）共働き世帯の割合が上昇し、初めて４割を超えた。＜参考資料 P8＞ 

◇共働き世帯 

調査年 共働き世帯 前回調査増減 

令 2 調査 41.1％ ＋4.4pt 

平 27 調査 36.7％  

 

（７）世帯全体の平均年収が約 17万円増加した。＜参考資料 P9＞ 

◇世帯年収 

調査年 世帯年収 前回調査増減 

令 2 調査 470万円 ＋17万円 

平 27 調査 453万円  

 

 

 

調査年 
単身 

夫婦のみ 夫婦＋子 夫婦＋親＋子 ひとり親＋子 その他 
（65歳未満） （65歳以上） 

令 2 調査 18.6％ 23.2％ 23.3％ 18.5％ 0.3％ 9.5％ 6.6％ 

平 27 調査 18.1％ 20.7％ 24.4％ 20.7％ 0.3％ 8.9％ 6.9％ 

令 2 国調※1  26.0％※2 12.1％ 20.1％ 25.1％ 2.6％ 9.0％ 5.2％ 

平 27 国調 23.5％※2 11.1％ 20.1％ 26.9％ 3.6％ 8.9％ 5.8％ 
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（８）平均居住年数は僅かに減少したが、引き続き長期居住の傾向が強い。＜参考資料 P9＞ 

◇平均居住年数 

調査年 平均居住年数 前回調査増減 

令 2 調査 14年 2ヶ月 －3カ月 

平 27 調査 14年 5ヶ月  

 

（９）家族人数に対する居住面積をみると、最低居住面積水準未満世帯が減少し、都市居住型誘導

居住面積水準以上世帯が増加しており、居住水準は向上している。＜参考資料 P9＞ 

◇家族人数に対する居住面積 

◆住生活基本計画（平成 28年 3月）の居住面積水準による世帯割合 

調査年 
最低居住面積水準※1 

未満 

最低居住面積水準以上・ 

都市居住型誘導居住 

面積水準※2未満 

都市居住型誘導居住 

面積水準以上 

令 2 調査 1.3％ 41.6％ 57.0％ 

平 27調査 2.0％ 46.1％ 51.9％ 

※1：最低居住面積水準＝10㎡×世帯人数＋10㎡（単身は 25㎡） 

※2：都市居住型誘導居住面積水準＝20㎡×世帯人数＋15㎡（単身は 40㎡） 
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２．住宅の満足度について 

満足度については、平成 27年定期調査と比較すると、「立地・環境」「構造・間取り」とも総合

満足度が高くなっている。特に、「立地・環境」についての総合満足度が高く、その具体的な   

項目としては、「団地内の清掃」「周辺の自然環境」「スーパー・コンビニなどの商業施設」等の満

足度が高い。＜参考資料 P10、P11＞ 

◇「立地・環境」、「構造・間取り」、それぞれの総合満足度について 

総合満足度 満足 まあ満足 
どちらとも 

いえない 
やや不満 不満 

立地・環境 
令 2 調査 78.3％ 20.8％ 57.6％ 14.9％ 5.6％ 1.2％ 

平 27調査 72.6％ 12.8％ 59.8％ 20.1％ 5.9％ 1.3％ 

構造・間取り 
令 2 調査 59.7％ 10.6％ 49.1％ 22.0％ 14.1％ 4.2％ 

平 27調査 50.6％ 6.5％ 44.1％ 28.8％ 15.9％ 4.7％ 

 

３．居住意向について 

「現在の住宅に住み続けたい」は 27.2％、今後、住み替えを考える住宅として「UR賃貸住宅」

と回答した世帯は 35.9％となり、UR 賃貸住宅の居住意向は６割を超えている。幅広い年代で 

「分譲」よりも「UR賃貸住宅」への居住意向が強く、特に年齢が高くなるほどその傾向が強い。

＜参考資料 P12＞ 

   ◇今後の居住意向と住み替えを考える住宅 

UR賃貸住宅※ その他賃貸 
分譲 

マンション 
戸建持家 

高齢者向け 

住宅・施設 
親族の家 その他 

63.1％ 13.0％ 7.3％ 6.9％ 6.8％ 1.8％ 1.1％ 

  ※「現在の住宅に住み続けたい」「UR賃貸住宅」の合算値 

 

４．コミュニティ活動について 

コミュニティ活動に「参加している」世帯は 23.0％で、活動の内容は「自治会・町内会」    

「趣味活動」「スポーツ活動」等が多い。また、「参加している」世帯の約半数が「70歳以上」で、

単身世帯を含む多くの高齢者が積極的に活動に参加している。＜参考資料 P13～P15＞ 

◇コミュニティ活動への参加状況 

参加している 23.0％ 

活動の内容（複数回答／上位 3位） 

①自治会・町内会 11.6％ 

②趣味活動 4.7％ 

③スポーツ活動          4.0％ 

参加していない 77.0％ 

興味がある活動（複数回答／上位 3位） 

①趣味活動 11.9％ 

②スポーツ活動 7.9％ 

③健康体操・各種講座の運営   5.1％ 

 ◇参加している世帯の構成比（上位 3位） 

世帯主年齢別 

①70歳以上   49.5％ 

②60歳代 14.9％ 

③50歳代 14.6％ 

家族型別 

①単身 37.2％ 

②ファミリー 35.0％ 

③夫婦のみ 23.6％ 
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５．高齢者向け生活支援サービスの意向について 

  今後、利用を希望する生活支援サービスは、「緊急時駆けつけ」が半数を超えて、最も高い。   

＜参考資料 P16＞ 

◇希望する高齢者向けの生活支援サービス（複数回答／上位 3位） 

生活支援サービス 

【60歳以上の方がいる世帯のみ回答】 

①緊急時駆けつけ 53.7％ 

②安否確認 33.5％ 

③生活相談・健康相談 24.4％ 

 

６．子育て面で評価している点について 

子育て面の総合満足度は、75.4％と高い。その具体的な項目としては、「緑が豊かな環境」  

「小学校が近くにある」「公園・遊び場が充実している」等の充実した屋外環境の評価が高い。  

1＜参考資料 P17＞ 

◇「子育て」の総合満足度について 

 満足 まあ満足 
どちらとも 

いえない 
やや不満 不満 

子育て面の総合満足度 

【小学生(12歳)以下がいる世帯のみ回答】 
19.9％ 55.5％ 16.4％ 6.0％ 2.2％ 

以 上 
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１．調査の概要 

 

（１）目的 

ＵＲ賃貸住宅にお住まいの方の現状やニーズを定期的に把握し、今後より一層住みやすい

まちや住宅としていくための基礎資料を得ることを目的としています。 

なお、本調査は昭和 40年に「公団住宅居住者定期調査」として初めて実施し、以後 5年ご

とに行っているもので、今回は 12回目にあたります。 

 

（２）調査・集計の方法 

① 調査対象 

・母集団：令和 2年 6月 30 日現在、ＵＲ都市機構が全国で管理している 714,432戸のＵＲ

賃貸住宅のうち、四大都市圏に存する 583,648戸 

（団地再生事業着手済及び補充停止団地等の住宅を除く） 

・調査対象住戸の抽出：地域別･管理開始期別･住宅型式別に、一定の精度を確保できる住戸

数を算出した上で調査対象住戸を抽出（層化無作為抽出法） 

 

② 調査方法 

・調査期間：令和 2年 10月 26日～令和 2年 12月 23日 

・調査時点：令和 2年 11月 1日現在 

・配付回収方法：郵送配付、Web回収（5ヵ国語対応）＋郵送回収＋訪問回収 

 

③ 集計方法 

・地域別・管理開始期別・住宅型式別に重みをつけ、母集団に戻して集計 

 

表‐１．配付回収状況   

 合計 

（全国） 
首都圏 中 部 西日本 九 州    

母集団 583,648  329,864 44,267 170,526  38,991   

必要標本数 62,299  29,229 5,542 22,260  5,268   

回収票数 48,573  23,000 4,257 17,022  4,294   

回収率 78.0%  78.7%  76.8%  76.5%  81.5%     

  

表‐２．管理開始期別母集団の構成 

 合計 Ｓ40年代 
Ｓ50年度～ 

54年度 

Ｓ55年度～ 

59年度 

Ｓ60年度～ 

Ｈ6年度 

Ｈ7年度～ 

16年度 

Ｈ17年度～ 

Ｒ2年度 

戸  数 583,648  244,229 86,403  42,371  75,729  100,000 34,916  

比  率 100%  41.8% 14.8%  7.3%  13.0%  17.1% 6.0%  

         

表‐３．住宅型式別母集団の構成 

型  式 合計 １Ｋ・１ＤＫ １ＬＤＫ ２ＤＫ ２ＬＤＫ ３Ｋ・３ＤＫ ３ＬＤＫ ４ＬＤＫ 

戸  数 583,648  61,272 51,043  169,793  62,405  164,017 65,102  10,016  

比  率 100%  10.5% 8.7%  29.1%  10.7%  28.1% 11.2%  1.7%  
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２．集計結果 

（１）家族の状況について 

① 人口構成 

・年齢別人口構成は、平成 27年定期調査（定期調査を以下、調査）と比較すると、45～60歳未満と 70

歳以上の人口の割合が増加している。特に 70歳以上の女性人口の割合が増加している。また、25歳

未満の人口の割合は平成 27年調査とおおよそ同じとなった。 

 

 

 

 

  

図 1-1 年齢別人口構成の推移 
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② 家族人数 

・家族人数は減少を続け、初めて２人未満となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 27年調査と比べると１人世帯が増加し、２人世帯はほぼ横ばいとなった。 

・３人世帯以上は減少傾向が続いている。 
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図 1-4 １世帯あたりの家族人数の推移および国勢調査との比較（ｲ） 
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③ 世帯主年齢 

・平成 27年調査と比較して、世帯主年齢が 50～64歳と 75歳以上の世帯の割合が増加し、40歳代以下

と 65～74歳の世帯の割合は減少した。 

・世帯主年齢が 65歳以上の世帯の割合は微増したが、これまでと比べて増加幅は緩やかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 年少人口と高齢人口 

・65 歳以上の高齢人口は 36.9％で平成 27 年調査より上昇し、年少人口が 10％を切る状況に変化は  

ないが、これまでと比較すると、少子高齢化の進展が緩やかとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図 1-6 年齢層別人口構成の推移および国勢調査との比較（ｲ） 

図 1-5 世帯主の年齢（年齢別分布） 
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⑤ 家族構成 

・「単身」世帯が増加し続け、令和 2年調査では全世帯中 41.9％が「単身」世帯となった。 

・単身の中でも特に 65歳以上の「高齢単身」世帯は増加しており、「夫婦＋子」世帯はさらに減少した。 
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調査

S55

調査

S60

調査

H2

調査
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調査

H12

調査

H17

調査

H22

調査

H27

調査

R2

調査

（％）

単身

夫婦のみ

夫婦+子

14.9 

20.7 

23.2 

15.7 

15.3 

15.9 

4.7 

2.8 

2.7 

10.2 

12.4 

12.6 

10.2 

9.2 

8.3 

4.8 

2.8 

2.4 

12.1 

10.8 

9.5 

6.7 

5.6 

5.2 

5.6 

4.3 

3.9 

0.5 

0.3 

0.3 

7.8 

8.9 

9.5 

7.0 

6.9 

6.6 

0 25 50 75 100

H22調査

H27調査

R2調査

（％）

高齢単身(65歳以上 ) 中年単身(40～64歳) 若年単身(40歳未満)

夫婦のみ（妻：65歳以上） 夫婦のみ（妻：40～64歳） 夫婦のみ（妻：40歳未満）

夫婦+子（長子：18歳以上） 夫婦+子（長子：6～17歳） 夫婦+子（長子：6歳未満）

夫婦+親+子 ひとり親+子 その他

図 1-7 家族型の推移 

図 1-8 家族型の割合 

単身 夫婦のみ 夫婦＋子 
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⑥ 共働き世帯 

・共働き世帯（夫婦のいる世帯のうち、夫婦ともパート･アルバイトを含む職に就いている世帯）の割合

は 41.1％で、減少傾向から大きく増加に転じ、初めて４割を超えた。 

 

 

 

⑦ 有職者がいる世帯 

・有職者（自営およびパート・アルバイトを含む）がいる世帯の割合は、平成 27 年調査と比較して   

ほぼ横ばいとなった。 

 

 

⑧ 世帯主年齢別有職者世帯 

・世帯主年齢が「65歳未満」世帯の有職率は、ほぼ横ばいとなったが、「65歳以上」世帯の有職率は増

加し、平成２年調査以降、30年ぶりに４割を超えた。 

 

 

10.2 8.3 
10.6 

21.8 
24.9 

22.9 
25.5 

39.5 39.5 
37.3 36.7 

41.1 

0

10

20
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40

50

S40

調査

S45

調査

S50

調査

S55

調査

S60

調査

H2

調査

H7

調査

H12

調査

H17

調査

H22

調査

H27

調査

R2

調査

（％）

89.9 
86.8 

82.7 

77.4 

70.9 
67.5 67.6 

50

60

70

80

90

100

H2調査 H7調査 H12調査 H17調査 H22調査 H27調査 R2調査

（％）

96.3 95.7 94.6 93.3 92.3 92.5 92.7 

41.7 
37.4 37.8 37.7 37.3 38.8 41.5 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

H2調査 H7調査 H12調査 H17調査 H22調査 H27調査 R2調査

（％）

65歳未満 65歳以上

図 1-9 共働き世帯割合の推移 

図 1-10 有職者がいる世帯の推移 

図 1-11 世帯主年齢別有職者世帯の推移 
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⑨ 年収 

・世帯主と世帯全体の年収ともに増加した。 

・共働き世帯や 65歳以上の有職者のいる世帯の増加が年収の増加要因と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

※令和 2年調査における 1人当たりの年収：242万円（世帯年収 470万円を平均家族人数 1.94人で割り戻した値） 

※2019家計調査（家計収支編）における 1人当たりの年収：223万円（総世帯の年収 514万円を平均世帯人数 2.30人で割り戻した値） 

               

 

⑩ 居住年数 

・30年以上の長期居住者が減少した一方で、５年未満の短期居住者が増加。 

・令和２年調査の平均居住年数は 14年２ヶ月で、平成 27年調査と比べて３ヶ月短くなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪ 居住面積水準 

・住生活基本計画による居住面積水準において、「最低居住面積水準未満」世帯の割合は 1.3％に減少、

「都市型誘導居住面積水準以上」世帯の割合は 57.0％に増加し、居住水準が向上している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 世帯主の年収 世帯全体の年収 

令和 2年 384万円 470万円 

平成 27年 371万円 453万円 

図 1-12 居住年数別分布 

2.0 

1.3 

46.1 

41.6 

51.9 

57.0 

0 20 40 60 80 100

H27

調査

R2

調査

(％)

最低居住（面積）水準未満 最低居住（面積）水準以上

都市居住型誘導居住（面積）水準未満

都市居住型誘導居住（面積）水準以上

32.4

34.5

18.9

18.1

22.0

21.6

9.3

9.8

17.4

16.0

0 20 40 60 80 100

H27

調査

R2

調査

(％)

5年未満 5～10年未満 10～20年未満 20～30年未満 30年以上

平均居住年数 

14年 5ヶ月 

14年 2ヶ月

表 1-1 平均年収（調査前年の年収） 

図 1-13 住生活基本計画による居住面積水準 
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（２）住宅の満足度について 

①  立地・環境の満足度 

・立地・環境の総合満足度は 78.3％となった。 

・満足度が高く７割を超える項目は「団地内の清掃」「周辺の自然環境」「スーパー・コンビニなどの     

「商業施設」「団地内の植栽」となっており、団地の屋外環境に対する評価が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 立地・環境の満足度 

20.8 57.6 14.9 5.6 1.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住宅の立地・環境総合満足度
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29.1 

36.4 

27.7 

31.5 

18.3 

24.7 

7.7 

13.2 

11.8 

6.5 

46.6 
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39.0 

47.7 

32.6 

40.9 

30.4 
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15.3 

11.9 

11.3 

10.5 

15.0 

11.1 

16.0 

15.4 

25.1 

32.8 

60.0 

69.5 

74.5 

78.6 

5.3 

5.0 

9.6 

6.5 

13.9 

12.1 

8.6 

5.9 

1.3 

1.2 

2.5 

2.0 

1.4 

3.8 

2.1 

6.6 

3.7 

3.5 

3.2 

0.7 

0.6 

1.1 

団地内の清掃

周辺の自然環境

スーパー・コンビニなどの商業施設

団地内の植栽

駅からの距離

病院など医療施設

通勤・通学の便

団地内のつきあい

学校など教育施設

保育園などの保育施設

デイサービスなど高齢者福祉施設

満足 まあ満足 どちらでもない やや不満 不満

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・ 
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②  構造・間取りの満足度 

・構造・間取りの総合満足度は、59.7％となった。 

・満足度が特に高く７割を超える項目は「日当り・風通し」となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2-2 構造・間取りの満足度 

【※1利用していない住戸を除く】 

【※2和室がない住戸を除く】 

10.6 49.1 22.0 14.1 4.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住宅の構造・間取り総合満足度
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12.5 

10.9 

10.1 

8.8 

46.8 

44.0 

40.8 

40.4 

37.9 

32.2 
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30.3 

24.9 

25.7 

11.8 

22.3 

17.6 

31.7 

21.3 

32.5 

33.7 

25.0 

30.8 

22.4 

7.5 

13.5 

15.4 

10.7 

19.0 

13.2 

12.7 

21.2 

19.1 

25.9 

2.6 

4.4 

9.5 

5.4 

7.7 

8.6 

10.2 

12.5 

15.0 

17.1 

日当り・風通し

間取り

駐車場・駐輪場※1

和室※2

収納

住戸内のバリアフリー

共用部のバリアフリー

断熱性・防湿性

セキュリティ

遮音性・防音性

満足 まあ満足 どちらでもない やや不満 不満

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・ 
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（３）居住意向について 

① 今後の居住意向と住み替えを考える住宅 

・「現在の住宅に住み続けたい」が 27.2％、今後、住み替えを考える住宅として「UR賃貸住宅」が 35.9％

で最も多くなり、UR賃貸住宅への居住を希望する世帯の割合は６割を超えている。 

 

 

 

 

②  世帯主年齢別居住意向 

・世帯主年齢が高いほど、「UR賃貸住宅」への居住意向が強い。 

・各年代で「分譲」よりも「UR賃貸住宅」の方が、居住意向が強い。 

 

 

 

27.2 

35.9 

5.5 

5.2 

1.0 

0.9 

0.4 

7.3 

6.9 

4.4 

2.4 

1.8 

1.1 

0 10 20 30 40

現在の住宅に住み続けたい

UR賃貸住宅

賃貸マンション

公営住宅

賃貸アパート

賃貸戸建

公社住宅

分譲マンション

戸建持家

高齢者向け住宅

高齢者向け施設

親族の家

その他

(％)

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

〔 分 譲 〕

〔 その他 〕

分譲居住意向

14.2％

43.9 
54.1 

60.7 
64.3 

72.6 

36.7 
26.0 

18.1 

9.4 
4.0 

0

20

40

60

80

100

40歳未満 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

（％）

UR賃貸住宅 分譲（マンション・戸建て）

図 3-1 今後の居住意向と住み替えを考える住宅 

〔 賃  貸 〕 

UR居住意向 

63.1％

図 3-2 年齢別の UR居住意向と分譲居住意向の割合 
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（４）コミュニティ活動について 

① 参加状況 

・コミュニティ活動に一つでも「参加している」世帯の割合は 23.0％で、「特に参加していない」世帯

は 77.0％となった。 

 

 
 

 

 

② 参加世帯における世帯主年齢別構成比 

・コミュニティ活動に一つでも「参加している」世帯のうち、「70歳以上」の参加が約半数で最も多い。 

 

 

 

 

③ 参加世帯における家族型別構成比 

・コミュニティ活動に一つでも「参加している」世帯のうち、「単身」世帯の参加が最も多い。 

 
 

23.0 77.0 コミュニテイ活動への参加

0 20 40 60 80 100

参加している 特に参加していない

8.2 12.8 14.6 14.9 49.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

世帯主年齢別構成比

（参加している世帯）

40歳未満 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

9.8 27.5 23.6 35.0 4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族型別構成比

（参加している世帯）

単身（高齢以外） 単身（高齢65歳以上） 夫婦のみ ファミリー その他

単身世帯 37.2％

図 4-1 コミュニティ活動の参加状況 

(％) 

図 4-2 年齢別参加割合 

図 4-3 家族構成別参加割合 
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④ 活動の内容 

・コミュニティ活動の内容は「自治会・町内会」が 11.6％で最も多く、次いで「趣味活動」「スポーツ

活動」が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

7.7 

3.2 

2.9 

0.8 

1.6 

0.7 

0.4 

1.1 

0.4 

0.4 

0.6 

0.8 
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4.7 

4.0 
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2.2 

2.1 

2.1 

1.4 
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1.2 

1.2 

0.2 

1.8 

0 5 10 15

自治会・町内会

趣味活動

スポーツ活動

祭りやフリーマーケットなどのイベント運営

青少年活動の支援

地域環境に関する活動

防災活動

健康体操、各種講座などの運営

防犯活動

ふれあい喫茶、高齢者等のための食事会の運営

高齢者・身体障害者支援活動

子育て支援活動

地域情報誌やホームページづくりなど

その他

(％)

最も多く参加している 参加している（総数）

図 4-4 コミュニティ活動の内容 
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⑤ 現在はコミュニティ活動に参加していないが今後興味があるもの 

・コミュニティ活動に「参加していない」世帯のうち、今後興味がある活動の内容は「趣味活動」が

11.9％で最も多く、次いで「スポーツ活動」「健康体操・各種講座などの運営」が多い。 

 

 

 

⑥ 参加していない理由 

・コミュニティ活動に参加していない理由は、「仕事で参加する時間がない」が 4 割以上で最も多く、 

次いで、「参加するきかっけがない」が 3割程度となっている。 

 

 

  

11.9 

7.9 

5.1 

4.5 

3.2 

2.9 

2.8 

2.3 

2.1 

2.0 

1.8 

1.7 

0.8 

0.7 
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趣味活動

スポーツ活動

健康体操、各種講座などの運営

祭りやフリーマーケットなどのイベント運営

地域環境に関する活動

子育て支援活動

ふれあい喫茶、高齢者などのための食事会の運営

防災活動

防犯活動

高齢者・身体障害者支援活動

自治会・町内会

地域情報誌やホームページづくりなど

青少年活動の支援

その他

（％）

43.3 

28.7 

22.6 

20.4 

16.0 

12.4 

10.5 

7.8 

0 20 40 60

仕事で参加する時間がない

参加するきっかけがない

人付き合いが苦手

興味のある活動がない

体力に不安がある

経済的な余裕がない

他の活動で忙しい

その他

(％)

図 4-5 興味のあるコミュニティ活動 

図 4-6 コミュニティ活動に参加していない理由 
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（５）高齢者向け生活支援サービスへの意向について 

   【60歳以上の方がいる世帯のみ回答】 

 

①  希望する生活支援サービス 

・希望する生活支援サービスは、「緊急時駆けつけサービス」が５割以上で最も多く、次いで「安否確認

サービス」が３割以上となっている。 

 

 

 

 

 

  

34.8 

13.4 

10.1 

10.2 

5.8 

5.5 

7.6 

5.7 

4.4 

53.7 

33.5 

24.4 

24.0 

18.4 

17.9 

17.8 

13.8 

5.8 

0 20 40 60 80

緊急時駆けつけサービス

安否確認サービス

生活相談、健康相談サービス

外出支援サービス

家事・買物代行サービス

食事宅配サービス

交流のきっかけの場を提供するサービス

趣味のサークル活動などを紹介するサービス

その他のサービス

(％)

最も希望する 希望する（総数）

図 5-1 希望する生活支援サービス 

【60歳以上の方がいる世帯のみ回答】 
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（６）子育ての面で評価している点について 

【小学生以下（12歳以下）の子どもがいる世帯のみ回答】 

 

①  子育て面の満足度 

・子育ての面で評価している点の総合満足度は 75.4％となった。 

・満足度が高く、７割を超えるものは「緑が豊かな環境」「小学校が近くにある」「公園・遊び場が充実

している」「保育園・幼稚園が近くにある」で、充実した屋外環境に対する評価が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 子育て面の満足度  

【小学生以下（12歳以下）の子どもがいる世帯のみ回答】 
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4.6 
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43.6 
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27.1 
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16.9 
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41.3 

33.3 

55.1 

23.1 
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2.8 

7.0 

4.0 

8.2 

12.7 

2.7 

14.1 

3.6 

22.8 

9.4 

8.4 

1.4 

1.8 

3.7 

1.9 

3.6 

4.6 

2.2 

5.4 

1.8 

16.3 

5.5 

4.5 

緑が豊かな環境

小学校が近くにある

公園・遊び場が充実している

保育園・幼稚園が近くにある

医療施設が近くにある

防犯性・安全性が高い

学童保育が近くにある

住宅の設備、プラン

集会所がある

住宅の遮音性

同世代での交流が盛ん

多世代交流が盛ん（近所づきあいも含む）

満足 まあ満足 どちらでもない やや不満 不満

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・ 


